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研究成果の概要（和文）：　本研究は、東南アジアと中東欧諸国の体制移行国に焦点を絞り、持続可能な農業発展のた
めに必要となる生産性の変化・違いの決定要因を比較分析・理解し、その結果をもとに政策分析を行い、これらの地域
の移行経済が持続可能な経済成長を遂げるための政策や制度に関する包括的な政策的含意の導入を図ることを目的とし
て実施された。
　東南アジアの対象国においては経済の改革解放への政策転換後、特にASEANやWTOへの加盟を対象にし、中東欧の対象
国においては、体制転換に伴う経済の低迷が回復に転じた1995年から2004年のEU加盟までとその後の期間について生産
性(TFP)の変化とその理由を農業部門について検証した。

研究成果の概要（英文）：　This study examined the determinants for the changes in total factor 
productivity (TFP) for agriculture in transition economies in Southeast Asia and Central Europe. Policy 
implications were derived for achieving economically sustainable development in these transition 
economies.
　For the Southeast Asian case study, the impacts of ASEAN and WTO new memberships on TFP were analyzed. 
For the Central European case study, the impacts of new EU memberships and EU enlargement in 2004 were 
studied in comparison with the recovery period from the downturn of the economy under the post-socialist 
period, observed after 1995.

研究分野： 農業経済学
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１．研究開始当初の背景 
(1)体制転換をとげた欧州やアジアの移行期

経済の農業部門においては、投入要素市場と

生産物市場が短い間に自由化される一方で、

農地の民間部門への所有権の移転、畜舎、農

機具など資本財の売却が改革導入後比較的

早い時期に行われた。旧体制下で中心的であ

った大規模農場は解体され、農業経営の中心

的担い手となった個人農は、競争的な経済環

境下におかれ、何をどれだけ生産して、どれ

だけの付加価値をつけ、どの市場へ出荷する

のか常に経営判断をせざるを得ない状況に

おかれた。さらに中長期的には、経営や環境

保全の視点から持続可能な発展を可能にす

るための、複数年にわたる経営計画を念頭に

おいて農業生産活動を行わないとならない

状況にもおかれることとなった。 

(2)中東欧諸国においては、体制転換から 15

年たった 2004 年に 8 カ国が、2007 年に 2 カ

国がそれぞれＥＵ市場へ統合し、農業政策も

域内における食料確保を基本とし、環境保全

型の農業や、農村発展を重視する Agenda2000

以降の共通農業政策(CAP)の枠組みへの統合

が図られてきており、第二次の変化が農業・

農村において進行している。 

(3)一方でベトナム、ラオスなどのアジアに

おける体制移行国においては、中国と同様に

政治体制の基本は変えないまま、経済体制や

国際貿易の状況が、改革開放への経済政策転

換と、ASEAN 加盟による共通政策の導入や域

内の生産物・投入要素の自由な移動により大

きく変わった。また主要国との FTA や EPA の

締結も進み、資本の国外からの流入が非農業

部門に対して急速に進んでいることから、農

業・農村においても労働力の移動、機械化の

進展、農地の転用、都市近郊農業の発展など

農業生産構造の変化と農村経済の大規模な

変容が観察されている。 

(4)これまでの移行経済の農業部門において

は、マクロ経済の安定を基礎にして、各国に

おいて生産・流通部門において経済活動の担

い手となる近代的経営組織の発展と、それら

の活動を保障・支援する新しい制度の確立を

含む経済・社会政策の導入が重要視されてき

たが、今後は個別の取組みを、中東欧諸国に

おいては CAP に従ったものへと、また東南ア

ジアの体制移行国においては ASEAN や WTO の

ガイドラインに従ったものへと集約して行

く中で、競争力を持つ農業と活動力に富む農

村を築くための特色を持った独自の政策や

制度の確立も同時に求められている。 

 
２．研究の目的 
本研究は、中東欧諸国と東南アジアの移行国

の農業部門に焦点を絞り、持続可能な農業発

展のために必要となる生産性の変化の決定

要因を比較分析・理解し、その結果をもとに

政策分析を行い、この地域の移行期経済が持

続可能な経済成長をとげるための政策や制

度に関する包括的な政策的含意の導入を図

ることを目的とした。 

 
３．研究の方法 
(１)農業・農村分野に関する生産・流通・消

費データの収集、データベースの構築と政

策・制度の推移について整理する作業を実施

した。（対象は、ドイモイ導入後に農業分野

を含み経済改革の進捗が早くラオスに先行

する形で改革が進んだベトナムと、後追いす

る形で経済改革が進みASEANの議長国まです

るに至ったラオスをアジアの体制移行国の

代表と考えた。中東欧諸国では、体制転換後

に農業分野を含み改革の進捗が早かったが、

個人農中心の生産体制が保たれたポーラン

ドと、体制転換前にも市場自由化がゆっくり

と進んでいたが、体制転換後の土地所有制度

により多くの新規参入者が発生したハンガ

リーを代表とした。） 

(２)生産性(TFP)の変化率を、Solow 型の生産

物の変化を投入要素の変化で説明する際の

残差として導入する手法と、生産効率性の違



いの存在を仮定するMalmquist生産性の手法

の両方を用いて算出した上で、時系列での推

移とクロスセクションにおける国の間の差

を、政策の変化、政策の違い、制度の違いと

して分析し、考察する作業を行った。その上

で、政策的含意の導入を図った。 

 
４．研究成果 

(1)まず、経済の改革解放への政策転換後、

ことにASEANやWTOへの加盟がもたらした、

生産性(TFP)の変化の違いを農業部門につ

いて検証した。ベトナムにおいては、ドイ

モイ政策の導入以降、1995 年の ASEAN への

加盟や2007年のWTOへの加盟を機会に、TFP

の改善が観察された。TFP の上昇は、2008

年の経済危機以降も続いて推移している。

ラオスにおいては、ASEAN に加盟した 1997

年を境に、TFP は 4 年間ほど継続して上昇

し、その後も下がることはなく上昇のトレ

ンドを保っていることが確認できた。さら

に、その結果を中東欧諸国の結果と比較し、

より一般化した形の政策的含意の導入を図

った。 

(2)中東欧の主要な体制移行国においては、

体制転換に伴う経済の低迷が回復に転じた

1995年から2004年のEU加盟までの期間に

おいては、農業部門は EU15 を上回るペース

で生産性の改善を見せた。そして、2004 年

以降の中東欧の主要な体制移行国の TFP の

動きは大きな振幅を持って推移してきてい

る。アジアの体制移行国との違いは、EU の

CAP における農村開発の政策的な重視であ

り、持続可能な農業発展のためにも、農業

部門の TFP を改善させる方策の並行した実

施が必要視されることが確認できた。 

(3)さらに、EU の事例について所得補償の

規模と TFP の推移の関連を横断的に見ると、

所得補償の規模が大きいほど TFP の変化率

が低いことが分かった。これにより、所得

補償制度は生産パフォーマンスに関して、

中立の立場というよりは、負の影響を及ぼ

すことより、その内容については、持続的

な農業生産の実現という視点から再考すべ

きであるという政策的含意の導入に至った。

これは、新たな知見であり、今後の CAP の

内容や、我が国をはじめとする先進国にお

ける今後の農業政策の内容を議論する際に、

有用な示唆を与えるものであると考える。 
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